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鹿児島県

（※については例規集登載事項）

ページ

規 則

○鹿児島県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則（※）

（生活衛生課取扱い）１

告 示

○災害弔慰金等県負担金交付要綱の一部を改正する要綱（※） （社会福祉課取扱い）２

○災害援護資金に係る県貸付金貸付要綱の一部を改正する要綱（※）（社会福祉課取扱い）７

教 育 委 員 会 教 育 長 告 示

○単位の修得方法の一部改正（※） （教職員課取扱い）12

正 誤

○鹿児島県公報第374号の７（令和４年12月23日付け）の一部訂正（※） （人事課取扱い）12

鹿児島県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和５年３月31日

鹿児島県知事 塩田康一

鹿児島県規則第13号

鹿児島県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則の一部を改正する規則

鹿児島県動物の愛護及び管理に関する条例施行規則（昭和55年鹿児島県規則第14号）の一部

を次のように改正する。

第４条第２号中「第29条」を「第31条第１項」に改める。

別記第４号様式中

「

氏 名

動物取扱責任者 □ 実務経験者

要 件 □ 教育機関卒業者

□ 資格取得者

」

を

「
動物取扱責任者の

氏名
」

に改める。

附 則

この規則は，令和５年４月１日から施行する。

鹿 児 島 県 公 報
令和５年３月31日（金）第400号の４
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鹿児島県告示第330号

災害弔慰金等県負担金交付要綱の一部を改正する要綱を次のように定めた。

令和５年３月31日

鹿児島県知事 塩田康一

災害弔慰金等県負担金交付要綱の一部を改正する要綱

災害弔慰金等県負担金交付要綱（昭和50年鹿児島県告示第265号の２）の一部を次のように

改正する。

別記第１号様式中「昭和 年 月 日」を「 年 月 日」に改め，「印」を削り，

「昭和 年度」を「 年度」に改め，同様式（別紙１）中

「 「
実 支 出

実 支 出 額 を （予定）額 に改め，同様式（別紙２）を次のように改める。

Ａ Ａ
」 」

鹿 児 島 県 公 報 令和５年３月31日（金）第400号の４
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（別紙２）

年度災害弔慰金等県負担金内訳書

市町村名（ ）

災害弔慰金

災害発生 支給対象者
災 害 障 害

実 支 出 県 負 担

災 害 名
見 舞 金

計 備 考
行方 計

年 月 日 死者
支給対象者

（予定）額 （予定）額
不明

Ａ Ｂ

人 人 人 人 人 円 円

（注）１ 本表は別紙１による実支出（予定）額の内訳を記入すること。

２ Ａ欄及びＢ欄については，生計維持者を（ ）書きで再掲のこと。

鹿 児 島 県 公 報 令和５年３月31日（金）第400号の４
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鹿 児 島 県 公 報 令和５年３月31日（金）第400号の４

別記第２号様式中「昭和 年 月 日」を「 年 月 日」に改め，「印」を削る。

別記第３号様式中「昭和 年 月 日」を「 年 月 日」に改め，「印」を削り，

「昭和 年度の」を「 年度の」に，「災害弔慰金等県負担金精算額内訳書」を「災害弔

「４ 関係書類
慰金等県負担金支出実績内訳書」に， を

昭和 年度一般会計歳入歳出決算書の抄本」

「４ 関係書類

 年度一般会計歳入歳出決算書の抄本

 災害関連死調査表（別紙３）

 災害弔慰金支給調査票 に改め，同様

 市町村の災害弔慰金支給に係る条例及び条例施行規則

 市町村の災害弔慰金支給に係る審議会の設置要綱等及び構成員名簿等

 その他実績報告の参考となる書類 」

「 「
実 支 出

を式（別紙１）中 実 支 出 額 （予定）額 に改め，同様式（別紙２）を次

Ａ Ａ
」 」

のように改める。
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（別紙２）

年度災害弔慰金等県負担金支出実績内訳書

市町村名（ ）

災害弔慰金

災害発生 支給対象者
災 害 障 害

実 支 出 県 負 担

災 害 名
見 舞 金

計 備 考
行方 計

年 月 日 死者
支給対象者

（予定）額 （予定）額
不明

Ａ Ｂ

人 人 人 人 人 円 円

（注）１ 本表は別紙１による実支出（予定）額の内訳を記入すること。

２ Ａ欄及びＢ欄については，生計維持者を（ ）書きで再掲のこと。

別記第３号様式に次のように加える。

鹿 児 島 県 公 報 令和５年３月31日（金）第400号の４
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鹿 児 島 県 公 報 令和５年３月31日（金）第400号の４
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鹿 児 島 県 公 報 令和５年３月31日（金）第400号の４

別記第４号様式中「昭和 年度」を「 年度」に，「昭和 年 月 日」を「 年

月 日」に改め，「印」を削る。

附 則

この要綱は，令和５年３月31日から施行する。

鹿児島県告示第331号

災害援護資金に係る県貸付金貸付要綱の一部を改正する要綱を次のように定めた。

令和５年３月31日

鹿児島県知事 塩田康一

災害援護資金に係る県貸付金貸付要綱の一部を改正する要綱

災害援護資金に係る県貸付金貸付要綱（昭和50年鹿児島県告示第265号の３）の一部を次の

ように改正する。

別記第１号様式中「昭和 年 月 日」を「 年 月 日」に改め，「印」を削り，

「災害援護資金県貸付金所要額調書」を「災害援護資金県貸付所要額調書」に，「昭和 年度」

を「 年度」に改め，同様式（別紙１）中「災害援護資金所要額調書」を「災害援護資金

県貸付所要額調書」に改め，同様式（別紙２）を次のように改める。
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（別紙２）

年度災害援護資金貸付内訳書

市町村名（ ） （単位：件，千円）

貸 付 限 度 額 別 貸 付 件 数 及 び 貸 付 額

世帯主 住居全体の 重複及び
災 害 別 住居の半壊 住居の全壊 家財の損害 計 備 考

の負傷 滅失・流失 特別貸付

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

計

（注）重複貸付又は特別貸付がある場合は，別表による内訳を作成すること。

（別紙２の別表）

年度災害援護資金貸付金の重複貸付及び特別貸付内訳書

市町村名（ ） （単位：件，千円）

貸 付 限 度 額 別 貸 付 件 数 及 び 貸 付 額

家財の損害 住居の半壊 住居の全壊
災 害 別 特別貸付 旧重複貸付 計 備 考

と 負 傷 と 負 傷 と 負 傷

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

計

鹿 児 島 県 公 報 令和５年３月31日（金）第400号の４
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鹿 児 島 県 公 報 令和５年３月31日（金）第400号の４

別記第２号様式中「年8.25パーセント」を「年５パーセント」に，「一に」を「いずれかに」

に，「うえ」を「上」に，「昭和 年 月 日」を「 年 月 日」に改める。

別記第３号様式中「昭和 年 月 日」を「 年 月 日」に改め，「印」を削り，

「もつて」を「もつてした」に改める。

別記第４号様式中「昭和 年 月 日」を「 年 月 日」に改め，「印」を削り，

「昭和 年度災害援護資金貸付事業」を「 年度災害援護資金貸付事業」に，「昭和 年

度災害援護資金貸付状況報告」を「 年度災害援護資金貸付状況報告」に，「昭和 年度

一般会計」を「 年度一般会計」に改め，同様式（別紙１）及び（別紙２）を次のように

改める。
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（別紙１）

年度災害援護資金貸付状況報告

市町村名（ ） （単位：件，千円）

県 貸 付 金 貸 付 限 度 額 別 貸 付 件 数 及 び 貸 付 額
災 害

受 入 額
重複及び援 護 世帯主 住居全体の

貸付年月日 災害別 住居の半壊 住居の全壊 家財の損害 備考
金 貸 の負傷 滅失・流失 特別貸付

番 号
付 額

受入年月日 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

貸付金受入

額 合 計

計

（注）重複貸付又は特別貸付がある場合は，別表による内訳を作成すること。

（別紙１の別表）

年度県貸付金の重複貸付及び特別貸付内訳

市町村名（ ） （単位：件，千円）

県 貸 付 金 貸 付 限 度 額 別 貸 付 件 数 及 び 貸 付 額
災 害

受 入 額
援 護 家財の損害 住居の半壊 住居の全壊

貸付年月日 災害別 特別貸付 旧重複貸付 計 備考
金 貸 と 負 傷 と 負 傷 と 負 傷

番 号
付 額

受入年月日 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

貸付金受入

額 合 計

計

鹿 児 島 県 公 報 令和５年３月31日（金）第400号の４



- 11 -

鹿 児 島 県 公 報 令和５年３月31日（金）第400号の４

（別紙２）

災害援護資金償還状況報告

市町村名（ ）

年度 （単位：円）

県貸付金受入額 県貸付金の償還額 償還を免除した額

未償還額
備 考

既償 本年度 計 既免 本年度 計 (Ａ－Ｄ－Ｇ)
償還

受入年月日 金 額 還額 償還額 (Ｂ＋Ｃ) 除額 免除額 (Ｅ＋Ｆ)
期限

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ

計

（注）１ Ｅ欄及びＦ欄の額は，償還免除を行つた額を記入すること。

２ 年度ごとに別葉とすること。
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鹿 児 島 県 公 報 令和５年３月31日（金）第400号の４

附 則

この要綱は，令和５年３月31日から施行する。

鹿児島県教育委員会教育長告示第３号

平成11年２月12日鹿児島県教育委員会教育長告示第１号（単位の修得方法）の一部を次のよ

うに改正し，令和５年４月１日から施行する。

令和５年３月31日

鹿児島県教育委員会教育長 東條広光

５のの表中「指導法（情報機器及び教材」を「指導法（情報通信技術」に，

「 「
教育の 教育の 情報通

方法及 方法及 信技術

び技術 び技術 を活用

（情報 した教

機器及 を 育の理 に改める。

び教材 論及び

の活用 方法

を 含

む。）
」 」

令和４年12月23日付け鹿児島県公報第374号の７中次のとおり誤りがあったので訂正する。

ページ 訂正箇所 誤 正

６ 上から11行目

38 37 38 37

39 38 39 38

40 38 40 38

41 39 41 39

41 39 41 39

41 40 41 40

42 を 40 42 40

42 41 42 41

42 41 42 41

を

43 42 43 42

43 42 43 42

43 43 43 43

正 誤

教育委員会教育長告示
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鹿 児 島 県 公 報 令和５年３月31日（金）第400号の４

44 43 44 43

44 44

44 44

45 45

45 45

46 46


